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Ⅰ 行政改革大綱策定の背景                       

１ 更なる行政改革の必要性 

  人口減少時代の到来や少子高齢化の一層の進行、社会経済情勢の変化に伴

う行政需要の拡大及び行政に対する町民ニーズの高度化・多様化など、行政

を取り巻く環境は常に変化しています。 

  今後も地方分権の進展が見込まれる中、町民に最も身近な基礎自治体であ

る本町の役割はより一層大きく、地方は自らの判断と責任により、地域の特

色を生かした自主的・自立的な行財政運営を行うことが、今まで以上に必要

となっています。 

  このような状況から、限りある財源の下で町民ニーズを的確に捉え、町民

の視点に立った公共サービスを提供し、町民の満足度を高めていくためには、

簡素で、より効率的・効果的な行財政運営が求められます。 

  また、地域の実情を踏まえた様々な活動が継続的に展開され、目指す将来

都市像の実現に向けたまちづくりが着実に促進されるためには、町政運営や

地域を支える行財政基盤が持続可能な状態にあることが不可欠であります。 

  本町では、これまでも行政改革を推進し、事務事業の見直し、民間委託の

推進、職員数の見直し等の取組により、一定の成果を上げてきました。 

  しかし、公共施設の効率的な管理、増大する社会保障関係費、社会情勢の

変化に伴う新たな行政課題等に的確に対応するためには、限られた行政資源

を有効に活用し、従来にも増して効率的・効果的な行財政運営を推進してい

かなければなりません。 

  また、行政改革は、単に無駄を省いたり、予算や職員等を削減することと

捉えられがちですが、それは手段であって行政改革の本来の目的ではなく、

削減すべきところは削減し、強化すべきところは強化し、本町にとってよい

ものは積極的に取り入れながら、住民福祉の増進に寄与し、将来に負担を残

さない、効率的・効果的な質の高い行財政運営の仕組みと環境を整えていく

ことにあります。 

  このようなことから、投入する「人・もの・金」の最適化を図る「量の改

革」はもとより、町民が求める質的向上を実感できるような「質の改革」へ

の転換を意識した、更なる行政改革に取り組みます。 
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２ 本町を取り巻く状況と行政改革 

 ⑴ 「吉田町行政改革大綱(第４次)」策定後の状況 

   平成２５年１２月、岩手県知事や総務大臣を歴任された増田寛也氏が中

心となってまとめた論文、「２０４０年、地方消滅。『極点社会』が到来す

る」が月刊誌に発表され、東京圏への人口流入が止まらなければ、２０歳

から３９歳の若年女性の減少によって多くの自治体が立ち行かなくなると

予想される中で、急激な人口減の深刻さを強調するため「地方消滅」とい

う強い表現が使われました。そして、人口急減の問題に対して、広く自治

体関係者の関心を喚起したのは、先の論文に次いで、増田氏が座長を務め

る日本創生会議の人口減少問題検討分科会が発表した「成長を続ける２１

世紀のために『ストップ少子化・地方元気戦略』」、いわゆる「増田レポー

ト」で、大都市への人口移動が収束しない場合、２０１０年と比べ２０４

０年に若年女性が５０％以上減少する８９６自治体を「消滅可能性都市」

とし、そのうち２０４０年に人口が１万人を切る自治体５２３は「消滅可

能性が高い」とし、その自治体名が分かる一覧表を示しました。 

   一方、国においては、人口急減・超高齢化という課題に対し、内閣に「ま

ち・ひと・しごと創生本部」を設置し、平成２６年１１月２１日には、「ま

ち・ひと・しごと創生法案」及び「地域再生法の一部を改正する法律案」

の地方創生関連２法案が可決、成立し、同年１２月２７日には、人口の現

状と将来の姿を示し、人口問題に関する国民の危機意識の共有を図るとと

もに、５０年後に１億人程度の人口維持を目指す「まち・ひと・しごと創

生長期ビジョン」と、人口減少を克服し将来にわたって活力ある日本社会

を実現するための５か年の計画を示す「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

を閣議決定しました。 

   本町においても、平成２７年１０月２７日に「吉田町人口ビジョン」と

「吉田町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定するとともに、これら

を包含し、将来都市像として「人が集い 未来へはばたく魅力あふれるま

ち 吉田町」を掲げた第５次吉田町総合計画が平成２８年度からスタート

します。 

   こうした一連の動きのほかにも、全国的に、マイナンバー制度（社会保

障・税番号制度）、公共施設等マネジメント、新地方公会計制度など、新た

な制度や仕組みが導入されており、今後とも、町が自らの判断と責任によ

り執行する事務の範囲が拡大し、地域の実情を踏まえた自主的で自立した

行財政運営を行っていく必要性がより高まっていることから、行政改革へ

の取組を更に深化させる必要があります。 
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 ⑵ 国の動き・町の動き 

年月日 国の動き・町の動き 

昭和 60年 9 月 00日 町 吉田町行政改革大綱(第 1 次)策定 

平成 7 年 11月 00日 町 吉田町行政改革大綱(第 2 次)策定 

平成12年 4 月 1 日 国 

地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律(平成

11 年法律第 87 号)(地方分権一括法)施行 

※ 機関委任事務の廃止 ほか 

平成 13年 6 月 20日 国 地方分権推進委員会最終報告 －分権型社会の創造:その道筋－ 

平成 14年 6 月 25日 国 

経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2002(「骨太の方針 2002」

閣議決定) 

※ 「国庫補助負担金、交付税、税源移譲を含む税源配分のあり方を三位一体で検

討」 

平成16年 4 月 1 日 町 企画課内に行財構造改革推進室を設置 

平成 16年 4 月 22日 町 吉田町行財政構造改革推進本部を設置 

平成 16年 11月 22日 町 行財政構造改革推進方針(第 1 次)策定 

平成 17年 3 月 29日 国 
「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針の策定

について」(「新地方行革指針」) 

平成 17年 3 月 31日 国 
市町村の合併の特例に関する法律(昭和 40 年法律第 6 号 9)(旧合併

特例法)失効 

平成17年 4 月 1 日 国 

市町村の合併の特例等に関する法律(平成16年法律第59号)(新合併

特例法)施行 

※ 5 年間の時限立法 

平成 17年 11月 28日 町 吉田町行政改革大綱(第 3 次)策定 

平成 18年 3 月 31日 町 吉田町集中改革プラン策定 

平成18年 4 月 1 日 町 第 4 次吉田町総合計画(計画期間:平成 18 年度～平成 27 年度) 

平成 18年 8 月 31日 国 
「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための新たな指針

の策定について」(「平成 18 年指針」) 

平成 22年 3 月 31日 国 市町村の合併の特例等に関する法律(新合併特例法)失効 

平成 22年 6 月 22日 国 地域主権戦略大綱(閣議決定) 

平成 23年 2 月 16日 町 
吉田町行政改革大綱(第 4 次)及び吉田町行政改革プラン策定(計画

期間:平成 23 年度～平成 27 年度) 

平成23年 5 月 2 日 国 地方自治法の一部を改正する法律(平成 23 年法律第 35 号)公布 

平成 25年 5 月 31日 国 
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律(平成 25 年法律第 27 号)公布 
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※ 平成 27 年 10 月～通知カードの発送 

※ 平成 28 年 1 月～個人番号(マイナンバー)カードの交付 

平成 26年 4 月 22日 国 

「公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進について」(通知) 

※ 公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するための計画（公共施設等総合

管理計画）の策定 

平成 26年 11月 28日 国 まち・ひと・しごと創生法(平成 26 年法律第 136 号)施行 

平成 26年 12月 27日 国 
「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び「まち・ひと・しご

と創生総合戦略」(閣議決定) 

平成 26年 12月 27日 国 
都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略及び市町村まち・ひと・

しごと創生総合戦略の策定について(通知) 

平成 27年 1 月 23日 国 

「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」(通知) 

※ 固定資産台帳の整備、統一的な基準による財務書類等を原則として平成 29 年

度までに作成 

平成27年 6 月 19日 町 

吉田町総合計画の策定に関する条例(平成 27 年吉田町条例第 24 号)

及び吉田町総合計画等審議会条例(平成 27 年吉田町条例第 25 号)公

布 

平成 27年 10月 27日 町 
吉田町人口ビジョン及び吉田町まち・ひと・しごと創生総合戦略策

定(計画期間:平成 27 年度～平成 31 年度) 

平成28年 4 月 1 日 町 第 5 次吉田町総合計画(計画期間:平成 28 年度～平成 35 年度) 
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Ⅱ 吉田町行政改革大綱(第５次)の基本方針                

  限りある財源の下、地方分権型社会の確立のための町民の理解と信頼を得

るためには、今後も、地域の実情に応じた新たな行政改革の計画を策定し、

一層徹底していく必要があります。 

  吉田町行政改革大綱(第５次)は、吉田町行政改革大綱(第４次)において掲

げた推進項目が、一過性の課題ではなく、不断に検証していかなければなら

ない課題であることから、この考え方を継承するとともに、新たな行政課題

を加味した１０の推進項目を掲げました。 

  なお、この推進項目は、町民一人ひとりが自らを助ける、自立できる「自

助」の精神、家庭や地域社会でお互いに支え合い助け合う「互助」の精神、

個人や家庭、地域社会などを支える、行政が本来なすべき役割「公助」の精

神の三助の精神を意識して定めるものです。 

 

【推進項目】 

１ 事務事業の合理化 

２ 高度情報化への対応 

３ 町民参画型のまちづくり 

４ 多様な主体・形態の活用による戦略的な業務の推進 

５ 定員管理の適正化・給与の適正化 

６ 人材育成基本方針の推進 

７ 資産の効果的マネジメントの推進 

８ 健全財政への取組 

９ 時代の要請に即した新たな行政経営手法の検討 

10 地方公営企業の更なる経営健全化 

 

 

 

Ⅲ 推進期間                              

  吉田町行政改革大綱(第５次)の推進期間は、平成２８年度から平成３０年

度までの３年間とします。 

  ただし、社会経済情勢の急激な変化や新たな行政課題への対応が必要な場

合は、弾力的に見直すこととします。 
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Ⅳ 推進項目の取組                           

１ 事務事業の合理化 

  地方自治体が実施する諸施策の成果に対する自己チェック機能が重視され

ていることから、行政の果たすべき役割、受益と負担の公平の確保、行政効

率等に配慮し、社会経済情勢の変化や多様化する町民ニーズ、新たな行政課

題に的確に対応した、事務事業の整理合理化を進めます。 

 ⑴ 総合計画を意識した業務の推進 

   変化し続ける社会経済情勢の中で、多様化する町民ニーズに応えるため、

施策の再構築を行い、基本構想に掲げたまちづくりの基本理念及び将来都

市像を具現化するための長期的な行政運営の指針となる総合計画を意識し

た業務の推進を図ります。 

 ⑵ 吉田町まちづくりステップアップ行政評価システムの活用 

   本町独自の吉田町まちづくりステップアップ行政評価システムは、総合

計画が総合性と網羅性を持ち合わせていることを踏まえ、実施計画の作成

に当たり、ＰＤＣＡサイクルの考え方を取り入れた事務事業評価を行い、

この評価結果を活用して次期実施計画を策定し、この実施計画を基礎資料

とし、次年度の当初予算編成を行うという、総合計画、行政評価及び予算

が連動した一連の取組です。 

   このシステムを活用し、事業の必要性や課題、費用対効果などを検証し、

的確な行政運営に取り組みます。 

 ⑶ ゼロベース検証の実施 

   社会情勢の変化や町民ニーズを的確に捉え、これまでの方式にとらわれ

ることなく、受益と負担の公平の確保、事務事業の縮小・統廃合及び実施

方法の見直しに取り組みます。 

 ⑷ 業務管理の適正化 

   町民ニーズや社会経済状況の変化に対応した行政サービスを提供するた

め、業務の執行時期や手順のほか、チェック体制やマニュアルなど、既成

概念にとらわれない、効果的かつ適正な見直しを図ります。 

 

２ 高度情報化への対応 

  情報セキュリティの確立を図りながら、ＩＣＴ※１を活用した業務改革によ

り、事務の効率化と町民の利便性向上が図られるよう、有効な利活用の方法

を検討します。 

  ［ ※１…information ＆ communications technology / 情報通信技術 ］ 

 ⑴ ＩＣＴを活用した業務改革 
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   社会経済環境の変化に対応し、質の高い行政サービスの提供を迅速に行

うためには、ＩＣＴの果たす役割はますます大きくなっていきます。 

   今後も、ＩＣＴを活用して、事務処理体制の強化や情報のネットワーク

化を推進し、行政運営の効率化と行政サービスの質の向上を目指します。 

   また、新たなシステムの導入に際しては、低廉なコストで質の高いシス

テムの構築に努めます。 

 ⑵ 情報セキュリティの強化 

   マイナンバー制度の導入に伴い、ＩＣＴを更に効果的に活用することで、

より便利で利用者負担の少ない行政サービスを提供するとともに、事務処

理の効率化や経費の削減が期待される一方、情報の取扱いのほか、基盤と

なるシステムにおいても、情報漏えいや不適切なアクセスへの対策が不可

欠です。 

   こうしたシステムそのものにおける情報セキュリティの強化のほか、シ

ステム上で活用する情報の入手段階や活用後の情報管理においても情報セ

キュリティの確立を図ります。 

 

３ 町民参画型のまちづくり 

  これからの地域における公共的サービスの提供には、行政だけではなく、

地域に存在する様々な主体が関わることによって、それぞれの主体が有する

活力を結集していくことが重要であり、今まで以上に、地域全体としての力

を向上していくことが必要です。 

 ⑴ 情報発信の工夫と推進 

   多くの人々が本町発信の情報を利用できるように、情報格差やユニバー

サルデザインに配慮した工夫を凝らすとともに、積極的な情報発信の推進

に努めます。 

 ⑵ 町民の声の反映 

   本町における行政運営の基本的かつ重要な方針を定める計画等の決定に

当たっては、町民参画の機会を確保するとともに、町民参画型の行政の推

進を図るため、効果的な意見抽出方法の導入※２など、町民等からより多く

の意見及び情報を求め、寄せられた意見等を考慮した意思決定に努めます。 

  ［ ※２…住民意識調査、パブリックコメント手続、タウンミーティングなど ］ 

 ⑶ 地域協働を担う団体の育成 

   まちづくりの推進に当たっては、行政と地域の協働が不可欠です。 

   そこで、町民、地域、ＮＰＯ、その他民間組織など様々な主体が、公的

な役割を行政とともに担っていただく場合、町は、地域協働を担う団体の
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性質に応じた支援を行い、その育成に努めます。 

 

４ 多様な主体・形態の活用による戦略的な業務の推進 

  行政運営の効率化の観点から、町の管理する施設及び業務において、現行

制度の運用の充実や民間企業の経営手法を取り入れることにより、効率的・

効果的な町民サービスの充実に努めます。 

 ⑴ 指定管理者制度の運用の充実 

   本町の公の施設は、吉田町行政改革大綱(第３次)に基づき、引き続き町

が直接管理していくべきか、あるいは指定管理者制度に移行するべきか検

討を行い、現在の管理体制となっています。 

   指定管理者が管理する公の施設においては、今後も、個人情報保護を始

めとする情報セキュリティの観点に留意しつつ、町民サービスの維持向上

に努めます。 

 ⑵ 直接管理する公の施設の運用の充実 

   本町が直接管理する公の施設は、民間企業の経営手法を積極的に取り入

れることなどにより、効率的・効果的なサービスの実施に努めるとともに、

必要に応じて、管理体制の見直しを図ります。 

 ⑶ 業務委託等の取組 

   行政運営の効率化、町民サービスの向上等を図るため、民間機能を活用

することが適当な事務事業については、行政責任を明確にしながら、町民

サービスの維持向上及び個人情報保護の観点に留意しつつ、優れた民間機

能を積極的かつ計画的に活用します。 

   なお、町が直接サービスを実施する場合であっても、民間企業の経営手

法を取り入れることなどにより、効率的・効果的なサービスの実施に努め

ます。 

 

５ 定員管理の適正化・給与の適正化 

  簡素で効率の良い行政の実現、複雑化・高度化する行政需要への対応など

を視野に入れ、計画的な職員の定員管理を図ります。また、社会経済情勢や

行政及び公務員を取り巻く環境の変化を踏まえ、給与制度を見直し、給与の

適正化に努めます。 

 ⑴ 定員管理の適正化 

   定員管理の推進に当たっては、より一層、地域の実情を踏まえた主体的

で計画的な取組が求められるとともに、定員管理の透明性を確保し、町民

の理解を高めるために、情報の開示、提供が更に重要になっています。 



９ 

 

   今後の定員管理は、これまでのような一律的な数値目標では変化し続け

る行政需要に適切に対応していくことが困難であると予想されることから、

職員数増加の抑制に努めつつ、期待される行政サービスを確実に提供でき

るよう柔軟な対応を図ります。 

 ⑵ 給与の適正化 

   社会経済情勢を要因とする財政事情、行政及び公務員をめぐる環境の変

化、また、公務員制度改革の動向等を踏まえ、給与の適正化、諸手当の在

り方等の見直しを行うとともに、人材の確保及び育成につながる給与制度

を検討します。 

   給与制度については、国の人事院勧告を踏まえ、国、県、他の市町村等

との均衡に配慮しながら、引き続き適正化に努めます。 

 

６ 人材育成基本方針の推進 

  分権型社会の担い手にふさわしい人材を育成することが重要な課題である

ことから、本町では、「吉田町行政改革大綱(第３次)」に基づき「吉田町人材

育成基本方針」(平成２０年１０月)を策定しました。本方針に基づき、引き

続き、目指すべき職員像「地方分権の受け皿となり、自律して行動できる職

員」の実現のため、総合的な人材育成に努めます。 

 ⑴ 人を育てる職場環境の形成 

   人は、その置かれた環境に大きく影響を受けます。人材育成基本方針を

実効あるものとするためには、職場における様々な場所を人材育成のため

に活用していくことが必要であり、そのためにも職場は学習することので

きる風土が形成されていなければなりません。 

   職員同士の信頼関係を築くためにも「職場は仕事をする場であると同時

に学びの場でもある」という意識を職員が共有し、政策決定等の際には、

活発な議論を行い、より良い結論が導き出せるように明るく活気に満ちた

職場づくりを促進します。 

 ⑵ 人を育てる人事管理の実現 

   人事管理とは、職員の採用から退職までの雇用関係全般を指すものです

が、本来、職員一人ひとりの意欲と能力を最大限に引き出し、それを組織

として効果的に活かすことを目的としています。そのためには、職員一人

ひとりの能力や実績を公正かつ適正に評価し、さらなる能力開発へとつな

げていけるよう、人材育成の観点に十分配慮した人事管理が必要です。 

   今後、この視点に立って、吉田町職員が目指すべき職員像の実現に向け、

職員自身が仕事を通じて成長が図られるよう、人事評価制度を活用した人
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事管理を推進します。 

 

 ⑶ 人を育てる仕事の進め方の推進 

   職員の能力開発は、仕事を通じて促進されることが期待されます。それ

をより効果的に達成するためには、職場内研修に限らず、仕事を進める過

程自体を人材育成の機会として捉え、積極的に工夫し、活用していくとい

う取組を組織全体で行うことが重要です。 

   このため、次の視点に配慮して、人材育成に効果的な仕事の進め方を推

進します。 

  ① 職務の責任分担の明確化 

  ② 各職員が主体的、意欲的に仕事を進めていくことができる仕組みづく 

   り 

  ③ 職場会議、報告会等の活性化による情報の共有化と能力開発 

  ④ 町政全体の中での仕事の位置付けと目標の自覚による意欲の高揚 

  ⑤ 新しいことが学び取れるような事務分担の見直し 

 ⑷ 人を育てる職員研修への取組 

   本町の職員研修は、職員自身が自発的に取り組む自己啓発、職場におい

て上司及び先輩等が仕事を通じて行う職場内研修(OJT)、町独自に企画し

て行う自主研修、日常の職場を離れた所で実施する職場外研修(OffJT)の４

つを体系化しています。 

   これら４つの研修それぞれの特性を踏まえ、時代に適した研修を用意す

ることに加え、研修成果が効果的に活かされる仕組みを検討し、総合的に

能力開発を推進します。そして、多様化する行政ニーズに対して柔軟に対

応できるよう、①職階別に求められる基礎的な能力の向上、②高度な専門

知識を有する職員の育成、③管理職研修の充実と強化の３つを研修の重点

目標に掲げ、取り組んでいきます。 

 

７ 資産の効果的マネジメントの推進 

  今後、少子高齢化、人口減少が進行する一方で、公共施設等の維持管理に

係る経費の更なる増加が見込まれるため、施設のライフサイクルコストにも

着目し、公共施設等の「長寿命化」「効果的な利活用」及び「維持管理の効率

化」などを図る公共施設等マネジメントの推進や町が保有する資産の有効活

用を図り、将来を見据え時代に即した町民サービスの提供に努めるとともに、

町の保有する資産や債権債務の実質的な把握を行い、次世代に継承できる町

有資産の最適化を図ります。 
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 ⑴ 公共施設等マネジメントの推進 

   全庁的な推進体制のもと、公共施設等総合管理計画を策定し、中長期的

な視点に立った、公共施設等の最適配置、老朽化対策及び管理運営費の縮

減に取り組み、施設全体の最適化を推進します。 

 ⑵ 町有資産の有効活用 

   町が保有する未利用地の売却、貸付、遊休スペースの有効活用などによ

り、町有資産の有効活用を推進します。 

 ⑶ 公会計改革を通じた経営の強化 

   財政運営や公共施設等マネジメントに活用できる新地方公会計の導入に

向けて、固定資産台帳の整備を進めます。 

   また、総務省の統一的な基準に基づく財務書類を作成・公表するととも

に、コスト分析・ストック分析を行い予算などへの有効活用を図ります。 

 

８ 健全財政への取組 

  地方公共団体の財政の健全化に資することを目的とした「地方公共団体の

財政の健全化に関する法律」の下、今後も将来の財政需要を見据えつつ、自

主的・自立的な財政運営に向けて取り組んでいきます。 

 ⑴ 財政規律の確保 

   本町の将来世代負担を軽減するという責任ある姿を実現させるため、当

分の間は、新たな起債の借入が償還金の元金を超えないように努めるとと

もに、償還ピークを経過した後も、適債事業を見極め、財政負担を平準化

させる計画的な財政運営に努めます。 

   また、最少の経費で最大の効果を上げるため、ＰＤＣＡサイクルに基づ

いた歳出経費の見直しを行い、積極的に財政調整基金への積み増しを行い

ます。 

 ⑵ 歳入の確保と負担の公平性の維持 

   安定した財政運営を行っていくためには、町税収入等の安定的確保が必

要となります。そのため、町税収入等の収納率の向上及び新たな発想によ

る自主財源の確保、負担の公平性の維持に努めます。 

 ⑶ 給付費の抑制 

   健康づくり事業や介護予防事業などを積極的に推進し、町民の福祉の増

進を図るとともに、国民健康保険や介護保険の給付費の抑制に努めます。 

 ⑷ 補助金等の検証 

   様々な団体等に対する補助金等については、行政として対応すべき必要

性、費用対効果、経費負担のあり方等について検証し、整理合理化を推進
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します。 

   また、終期の設定やＰＤＣＡサイクルに則った不断の見直しを継続して

行います。 

 ⑸ 財政情報の分かりやすい公表 

   町民等に対し、財政状況が総合的に把握できるような情報を可能な限り

分かりやすい方法で提供することが必要であり、歳入歳出の状況や各種の

財政指標などの一般的なデータのほか、バランスシートや行政コスト計算

書等も含め、積極的な公表を行います。 

 ⑹ 出資金・出捐金の適正な管理 

   本町が出資、出捐している団体における出資金、出捐金を適正に管理し

ます。 

 

９ 時代の要請に即した新たな行政経営手法の検討 

  時代の要請に即した新たな行政経営手法の検討を行い、柔軟に対応できる

ように努めます。 

 

10 地方公営企業の更なる経営健全化 

  公営企業を取り巻く経営環境が厳しさを増している中で、必要なサービス

を将来にわたり安定的に継続するため、自らの判断と責任に基づき、公営企

業の経営健全化等に不断に取り組みます。 

  また、公共下水道事業については、中長期的な視点に立った計画的な経営

基盤の強化と財政マネジメントの向上等に取り組んでいくことが求められて

いることから、公営企業会計への移行に向け取り組んでいきます。 
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Ⅴ 行政改革の推進                           

  「吉田町行政改革大綱（第５次）」は、本町における行政改革の基本的な考

え方及び方向性であり、また、町の行政改革に取り組む姿勢を町民に示すも

のでもあります。 

  今後、本町では、本大綱に盛り込まれた諸課題のみにとどまらず、時代の

動向等を踏まえた行財政運営全般について、絶えず新たな視点に立って見直

しを進めます。 

 

 

 


